
コースの変遷
研修体系の検証・見直し等

標準テキストの作成 研修指導要領の整備 eラーニングの設計 能力証明の仕組みの設定 人的ネットワークの活性化
コース構成表 研修体系

Ｈ
25
年
度

Ｈ
26
年
度

Ｈ
27
年
度

Ｈ
28
年
度
有
明
（第
１
期
）

「防災スペシャリスト養成」 検討の流れ

1

2

3

4

5
災害に強い国づくり、

まちづくり
11 災害発生直前の対策 22

地域の復旧・復興の
基本方向の決定

6 事故災害の予防 12
発災直後の情報の収集・連絡

及び活動体制の確立
23

迅速な原状復旧の
進め方

7 国民の防災活動の促進 13
災害の拡大・二次災害の
防止及び応急復旧活動

24
計画的復興の

進め方

8
災害及び防災に関する研究

及び観測等の推進
14

救助・救急，医療及び
消火活動

25
被災者等の生活再建等の

支援

9
事故災害における

再発防止対策の実施
15

緊急輸送のための
交通の確保・緊急輸送活動

26
被災中小企業の復興

その他経済復興の支援

10
迅速かつ円滑な災害応急対
策，災害復旧・復興への備え

16
避難収容及び
情報提供活動

17 物資の調達，供給活動

18
保健衛生，防疫，遺体の処理

等に関する活動

19
社会秩序の維持，物価の安

定等に関する活動

20 応急の教育に関する活動

21 自発的支援の受入れ

予　　防 応　　急 復旧・復興

総
合
調
整

計　画　立　案

広　報

活　動　調　整

実　行　管　理

個
別
課
題
へ
の
対
応

１～４は、予防、応急、復旧・復興に共通する最重要活動として設定
１～３：National Preparedness Goal を参考に設定、４：PDCAサイクルの評価・改善の重要性から１～３に追加して設定
５～26：「防災基本計画」 第二編 各災害に共通する対策編」の各項目から設定

内閣府が主に対象とする防災活動

26の防災活動の設定

・幹部コース
・防災中堅コース
・防災一般コース

3コースの研修

10コースに拡大した研修

＜防災基礎コース＞
①防災基礎

＜個別対策コース＞
②減災対策
③訓練企画
④警報避難
⑤物資物流・広域行政
⑥避難収容・被災者支援
⑦復旧復興

＜総合管理コース＞
⑧計画立案
⑨広報
⑩総合

10コースの研修

＜防災基礎コース＞
①防災基礎

＜個別対策コース＞
②減災対策
③訓練企画
④警報避難
⑤物資物流・広域行政
⑥避難所運営・被災者支援
⑦復旧復興

＜総合管理コース＞
⑧計画立案
⑨広報
⑩総合

 

⑦復旧復興・
被災者生活

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

22. 地 域 の 復

旧・ 復興 の基
本方向の決定

23.迅速な原状
復旧

24.計画的復興

25.被災者等の

生活再建等の
支援

26.被災中小企

業の復興、そ
の他経済復興
の支援

⑩総合

・法律 ・計画 ・ハザード ・災害事例

②減災対策

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

6.事故災害の
予防

7.国民の防災
活動の促進

9.事故災害に

おける再発防
止対策の実施

10.迅速かつ円

滑な災害応急
対策，災害復
旧 ・ 復 興 へ の
備え

⑩総合

⑨広報

⑧計画立案

②減災対策

1.計画立案 2.広報 3.活動調整 4.実行管理

2.広報

1.計画立案

③訓練企画

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

7.国民の防災
活動の促進

10.迅速かつ円

滑な災害応急
対策，災害復
旧・ 復興 への
備え

④警報・避難

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

11.災害発生直
前の対策

13. 災 害 の 拡

大・ 二次 災害
の防止及び応
急復旧活動

16.避難収容及

び情報提供活
動

⑤物資物流・
広域行政

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

12.発災直後の

情報の 収集・
連絡及び活動
体制の確立

15.緊急輸送の

ための交通の
確保・ 緊 急輸
送

17.物資の調達、
供給活動

21.自発的支援
の受入れ

⑤物資物流・広
域行政

③訓練企画 ④警報・避難
⑦復旧復興・被
災者生活再建

⑥避難収容・
被災者支援

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

16.避難収容及

び情報提供活
動

⑥避難収容・被
災者支援

防災活動の概
要

6. 7. 9. 10

防災活動の概
要

7. 10

防災活動の概
要

11. 13. 16

防災活動の概
要

12. 15. 17. 21

防災活動の概
要

16

防災活動の概
要

22.23.24.25.26

22の防災活動※全体に関する基礎的な知識

・防災活動の流れ（応急、復旧復興、予防） ・我が国の災害の現状

・法的枠組みと対応の主体 ・災害対応の原則

※「防災スペシャリスト」が実施する26の防災活動のうち、「個別課題への対応」に関する№5～26の防災活動

①
防
災
基
礎

枠
組
み

最
低
限
理
解
し
て
お
く
べ
き
基
礎
的
な
知
識

 

Step１ 

Step３ 

Step２ 

・ 図中の 1～26 の番号は、「防災スペシャリスト」が実施する 26 の防災活動（図２-２）の各防災活動を示すもの。 

研修コースの設定
（10コースの設定）

講師資料の収集 （10コース分）

標準テキスト（案）の作成
（１０コースごと）

※施設研修やｅラーニング等、すべての
研修の共通基礎となる「標準テキスト」に
ついて、作成方法を設定した上で、研
修資料を取りまとめ作成

eラーニングの仕組み

○整備段階の検討
Step1 研修受講資格

取得
Step2 ①防災基礎
Step3 ②減災対策

③訓練企画
④警報避難
⑤物資物流・

広域行政
⑥避難収容
⑦復旧復興

Step4 ⑧計画立案
⑨広報
⑩総合

○コンテンツの目的と内
容、学習の流れ、整備・
運用方針の検討

能力評価の仕組み

○個人の能力評価の検討
1）研修受講資格
2）人的ネットワーク

参加資格

○組織の能力評価の検討
以下の５つの観点で組織の能
力評価を評価

1）能力の高いリーダーがい
る

2）専門的能力のある職員が
バランスよくいる

3）防災基礎能力のある職員
が多くいる

4）組織内に学びの仕組みが
ある

5）一人一人の能力が高い

 

⑦復旧復興・
被災者生活

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

22. 地 域 の 復

旧・ 復興 の基
本方向の決定

23.迅速な原状
復旧

24.計画的復興

25.被災者等の

生活再建等の
支援

26.被災中小企

業の復興、そ
の他経済復興
の支援

⑩総合

・法律 ・計画 ・ハザード ・災害事例

②減災対策

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

6.事故災害の
予防

7.国民の防災
活動の促進

9.事故災害に

おける再発防
止対策の実施

10.迅速かつ円

滑な災害応急
対策，災害復
旧 ・ 復 興 へ の
備え

⑩総合

⑨広報

⑧計画立案

②減災対策

1.計画立案 2.広報 3.活動調整 4.実行管理

2.広報

1.計画立案

③訓練企画

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

7.国民の防災
活動の促進

10.迅速かつ円

滑な災害応急
対策，災害復
旧・ 復興 への
備え

④警報・避難

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

11.災害発生直
前の対策

13. 災 害 の 拡

大・ 二次 災害
の防止及び応
急復旧活動

16.避難収容及

び情報提供活
動

⑤物資物流・
広域行政

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

12.発災直後の

情報の 収集・
連絡及び活動
体制の確立

15.緊急輸送の

ための交通の
確保・ 緊 急輸
送

17.物資の調達、
供給活動

21.自発的支援
の受入れ

⑤物資物流・広
域行政

③訓練企画 ④警報・避難
⑦復旧復興・被
災者生活再建

⑥避難収容・
被災者支援

防災活動を行
う上で不可欠
な事項や情報

16.避難収容及

び情報提供活
動

⑥避難収容・被
災者支援

防災活動の概
要

6. 7. 9. 10

防災活動の概
要

7. 10

防災活動の概
要

11. 13. 16

防災活動の概
要

12. 15. 17. 21

防災活動の概
要

16

防災活動の概
要

22.23.24.25.26

22の防災活動※全体に関する基礎的な知識

・防災活動の流れ（応急、復旧復興、予防） ・我が国の災害の現状

・法的枠組みと対応の主体 ・災害対応の原則

※「防災スペシャリスト」が実施する26の防災活動のうち、「個別課題への対応」に関する№5～26の防災活動

①
防
災
基
礎

枠
組
み

最
低
限
理
解
し
て
お
く
べ
き
基
礎
的
な
知
識

 

Step１ 

Step３ 

Step２ 

・ 図中の 1～26 の番号は、「防災スペシャリスト」が実施する 26 の防災活動（図２-２）の各防災活動を示すもの。 

（企画検討会）
研修の体系 （第1階層～第４階層） の設定とコースの見直し

第
３
階
層

第
４
階
層(

案
）

第
２
階
層

法制度・計画

第
１
階
層

災害対策

防災の基本理念 ／ 防災マネジメント

（6） （9）

（2）（1） / 

Ｅ-5
避難所のラ
イフサイク

ル演習

Ｅ-2
災害救助

法と生活再
建支援法

Ｅ-4
多様な主体
による被災

者支援

Ｅ-6
避難所以
外の避難

生活

Ｅ-7
仮設住宅
のライサイ

クル

Ｆ-4
基盤復興

Ｆ-5
生活復興
社会復興

Ｆ-7
復興計画と
まちづくり

Ｆ-6
産業復興

Ｆ-3
災害廃棄
物処理

Ｆ-2
被災施設・

設備の
応急復旧

DB C

Ｅ-8
医療による
被災者支

援

Ｅ-9
被災者支
援の個別

課題

組織運営
（15）

Ｇ-2
リーダー
シップ

Ｇ-3
指揮命令

Ｇ-4
広報・

安全管理

E F

Ｇ-6
災害対策
本部業務

Ｇ-7
災害対策

本部
マニュアル

Ｇ-5
組織間
連携

Ｃ-2
避難勧告
等の判断・

伝達

Ｃ-3
警報等の

種類と内容

Ｃ-9
避難場所・
避難所の
認定演習

Ｃ-6
土砂災害に
おける警報

と避難

Ｃ-1
警報避難

総論

B-1
災害への
備え総論

B-4
企業防災

B-8
住民啓発・
防災教育・
災害教訓
の伝承

B-6
行政の
BCM

B-7
自主防災
組織・地区
防災計画

B-2
施設・計画
による災害
予防対策

B-3
災害ボラン

ティア

地域の災害リスク
（3）

Ｊ-2
訓練・研修
企画手法

Ｊ-4・5
訓練企画運
営実践Ⅰ
討議型

図上演習
（2単元）

Ｅ-1
被災者

支援総論

Ｆ-1
復旧復興

総論

Ｊ-1
人材育成

総論

Ｇ-1
指揮統制

総論

Ａ-3
災害対策
基本法

Ａ-4
地域防災

計画

コース

単元

B-5
減災対策

演習

B-9
住民啓発・
防災教育

演習

B-10
全体討論

C-10
全体討論

E-10
全体討論

F-10
全体討論

G-10
全体討論

J-10
全体討論

Ｃ-4
風水害にお
ける警報と

避難

Ｃ-5
風水害にお
けるタイム
ライン計画

演習

Ｃ-7
土砂災害

の事例に学
ぶ演習

Ｊ-3
訓練・研修

の実際

Ｊ-8・9
訓練の運営、
評価・改善
手法演習
（2単元）

Ｊ-6・7
訓練企画運
営実践Ⅱ

状況付与型
図上演習
（2単元）

Ｅ-3
避難生活
の支援

Ｆ-8・9
復旧復興
計画策定

演習
（2単元）

G-8・9
災害対策
本部運営

演習
（2単元）

G H I J

Ａ-2
防災基礎

総論

Ａ-1
防災行政

概要

Ｃ-8
避難場所・
避難所の

認定

A

Ｄ-2
緊急輸送
ルートの

確保

Ｄ-1、Ｉ-1
応急活動・
資源管理

総論

Ｄ-4
医療

Ｄ-3
応援部隊に
よる広域的

応援

D-6、Ｉ-7
全体討論

Ｉ-2
人的資源
の供給

Ｉ-3
物資資源
の供給

Ｉ-4
空間・

サービスの
提供

Ｄ-1、Ｉ-1
応急活動・
資源管理

総論

D-6、Ｉ-7
全体討論

Ｉ-6
資源管理

演習

Ａ-5
地震・津波

発生の
メカニズム

Ａ-6
風水害の
メカニズム

Ａ-7
火山災害の
メカニズム

Ａ-9
災害対応過
程と態度を学
ぶ 災害ｴｽﾉ
ｸﾞﾗﾌｨー演習

Ａ-10
全体討論

Ｈ-2
業務体系

Ｈ-3
状況分析

Ｈ-5
資源配置

Ｈ-6
PlanningP

Ｈ-7
とりまとめ
報作成
演習

Ｈ-8・9
情報発信
（広報）
演習

（2単元）

Ｈ-4
情報システ
ムのあり方

Ｈ-1
情報企画

総論

H-10
全体討論

Ａ-8
災害予測

（1）～（19）

（9）、（15）を含む

Ｄ-5、Ｉ-5
受援計画

Ｄ-5、Ｉ-5
受援計画

②災害への備え ③警報避難
④応急活動・
資源管理 ⑤被災者支援 ⑥復旧復興 ⑦指揮統制 ⑧情報企画

④応急活動・
資源管理 ⑨人材育成①防災基礎

⑩組織運営

10
全体討論

Ｄ-1、Ｉ-1
応急活動・
資源管理

総論

Ｃ-1
警報避難

総論

B-1
災害への
備え総論

Ｅ-1
被災者

支援総論

Ｆ-1
復旧復興

総論

G-2
G-4
Ｊ-1

Ｈ-1
情報企画

総論

Ｇ-1
指揮統制

総論

A-1
防災基礎

総論

災害への
備え

復旧復興
被災者
支援

応急活動警報避難 情報企画 人材育成指揮統制 資源管理防災計画
災害

関連法
ハザード
の理解

地域の

脆弱性の
理解

（10） （12） （13） （14）（11） （19）（17）（16） （18）（8）（7）（5）（4）

演習 全体討論総論 座学第4階層の色凡例

10コースの研修
（コース見直し）

①防災基礎

②災害への備え

③警報避難

④応急活動・資源管理

⑤被災者支援

⑥復旧復興

⑦指揮統制

⑧対策立案

⑨人材育成

⑩総合防災

（コーディネーター） 研修内容の見直し

研修内容整理表 （第４階層～第6階層） の作成

（企画検討会、コーディネーター）
標準テキストの作成 （第1階層～第３階層）

標準テキスト （第4階層） の作成
①～⑥、⑨

人的ネットワークの仕組み

○仕組みの検討
1）専用ホームページを通

じた交流の場
2）直接交流の場
3）経験の場
（平時）設研修の講師経験
（災害時）被災地への応援

経験

能力評価の仕組みの内容の
検討

○個人の能力評価の仕組み
の検討

○組織の能力評価の方法の
検討

eラーニングの設計

○クイズ・テストの出題範
囲や作成方法の検討
・スライド学習
・研修受講資格取得

人的ネットワークの活性化

○Facebookの開設の検討

項目 警報 避難誘導

11 警報等の伝達」に係る法律
「警報等の伝達」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第52条　防災信号
　　→ 第54条　発見者の通報義務等
　　→ 第55条　都道府県知事の通知等
　　→ 第56条　市長村長の警報の伝達及び警告
　　→ 第57条　警報の伝達等のための通信設備の優先利用等
　・気象業務法
　　→ 第13条　予報及び警報
　　→ 第13条の2　　気象、地象、津波、高潮及び波浪についての
一般の利用に適合する警報
　　→ 第14条　気象、津波、高潮及び洪水についての水防活動の
利用に適合する予報及び警報
　　→ 第14条の2　気象、津波、高潮及び洪水についての水防活
動の利用に適合する予報及び警報
　　→ 第15条　警報事項を警察庁、消防庁、国土交通省、海上保
安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株
式会社又は日本放送協会の機関に通知
　　→ 第15条の2　特別警報に係る警報事項を警察庁、消防庁、
海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信
電話株式会社又は日本放送協会の機関に通知
　・水防法
　　→ 第16条　水防警報
　　→ 第11条　都道府県知事が行う洪水予報
　　→ 第12条　水位の通報及び公表
　　→ 第25条　決壊の通報

11 「住民等の避難誘導」に係る法律
「住民等の避難誘導」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第60条　市町村長の避難の指示等
　　→ 第61条　警察官等の避難の指示
　　→ 第61条の2　指定行政機関の長等による助言
　　→ 第61条の3　避難の指示等のための通信設備の優先利用
等
　　→ 第63条　市町村長の警戒区域設定権等
　　→第86条の14　被災者の運送
　・水防法
　　→ 第29条　立退きの指示

11 「災害未然防止活動」に係る法律
「災害未然防止活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第62条　市町村の応急措置

16 「避難誘導の実施」に係る法律
「避難誘導の実施」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　→ 第56条　市町村長の警報の伝達及び警告
　　→ 第60条　市町村長の避難の指示等
　　→ 第61条の2　指定行政機関の長等による助言
　　→ 第61条の3　避難の指示等のための通信設備の優先利用
等
　　→ 第62条　市町村長の応急措置
　　→ 第40条　都道府県地域防災計画
　　→ 第42条　市町村地域防災計画
　　→ 第63条　市町村長の警戒区域設定権等
　・水防法
　　→ 第15条　浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確
保及び浸水の防止のための措置
　　→ 第15条の3　要配慮者利用施設の利用者の避難の確保の
ための措置に関する計画の作成等

11 「警報等の伝達」の基本事項、仕組み、留意事項
「警報等の伝達」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・警報等の種類、内容、入手方法
　・警報伝達の手順、活動内容

　・誤報対応
　・情報伝達上の留意事項
　・事前の準備事項

11 「住民等の避難誘導」の基本事項、仕組み、留意事項
「住民等の避難誘導」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・住民等の避難誘導の種類、内容
　・避難勧告等の発令および解除の方法
　・警戒区域の設定および解除の方法
　・避難場所及び避難所の開設方法
　・屋内での退避等の安全確保措置の実施方法
　・住民の避難誘導方法

　・住民等の避難誘導上の留意事項
　・事前の準備事項

11 「災害未然防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「災害未然防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・河川堤防等施設の巡視・点検方法
　・警戒区域の設定方法
　・雪崩等への災害応急対策
　・気象情報等の活用
　・関係機関との連携、助言
　・災害未然防止活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

11 「関係省庁災害警戒会議の開催」の基本事項、仕組み、留意
事項
「関係省庁災害警戒会議の開催」を行う上での基本的な知識を学
ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・関係省庁災害警戒会議の位置づけ、内容
　・関係省庁災害警戒会議の開催の方法
　・関係省庁災害警戒会議の開催上の留意事項
　・事前の準備事項

16 「避難誘導の実施」の基本事項、仕組み、留意事項
「避難誘導の実施」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・地方公共団体による避難誘導の活動手順、活動内容
　・都道府県による運送事業者への要請事項
　・活動上のノウハウ、留意事項

　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「災害の拡大防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「災害の拡大防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・災害の拡大防止活動の手順、活動内容、事例
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「複合災害発生時の体制」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・複合災害発生時の体制のあり方
　（要員確保、要員の相互派遣、合同会議の開催、具体的な連携
方策等）
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「施設・設備等の応急復旧活動」の基本事項、仕組み、留意
事項
「施設・設備等の応急復旧活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・施設・設備の応急復旧活動の内容
　・ライフライン施設に関する非常本部等の関与について
　・住宅の応急復旧活動の内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「二次災害防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「二次災害防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・活動手順、活動内容
　・住民の避難、応急対策の手順、活動内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

11 「警報等の伝達」に係る技術
「警報等の伝達」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得する
　・警報等の伝達上の課題　（演習）
　・警報等の伝達実習（警報等の入手および情報の見方、適切な
警報発表文作成含む）　（実習）

11 「住民等の避難誘導」に係る技術
「住民等の避難誘導」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得す
る
　・避難勧告・指示等の実態と課題　（演習）
　・避難勧告等の判断・伝達訓練　（演習）

11 「関係省庁災害警戒会議の開催」を実際に行う上で必要な技
術を学び、習得する
　・関係省庁災害警戒会議の開催訓練　（演習）

16 「避難誘導の実施」に係る技術
「避難誘導の実施」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得する
　・避難勧告・指示等の実態と課題
　・避難勧告・指示等の判断・伝達訓練

16 ガイドライン
避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン
災害時要援護者の避難支援ガイドライン

活動の
前提

知識

技能

災害防止 その他

①

②
③

⑧

⑥

⑦

⑤

⑤

④

③

構造化表の作成
（10コースごとに作成）

研修指導要領整備の検討

○研修指導要領の位置
づけの検討

1）文部科学省学習指導
要領の仕組み、位
置づけの把握等

2）研修指導要領の位置
づけ

研修指導要領整備の検討

○研修指導要領の内容
の検討

講　座 手法 講座の概要
・ 警報等の伝達及び避難誘導の目的、実施主体と役割について説明できる。

・ 警報等の伝達及び避難勧告等の判断・伝達の流れについて説明できる。

・ タイムラインによる災害の未然防止と拡大防止について説明できる。

・ 警報等の種類と内容について説明できる。

・ 警報等の入手・伝達の方法と手段について説明できる。

・

・ 警報等の災害情報を伝達する際の課題について、事例に沿って説明できる。

・ 火山情報を伝達する際の課題について、事例に沿って説明できる。

・ 警報等の情報の見方や、判断ポイントを説明できる。

・ 警報等の広報文の作成ポイントを説明できる。

・ 住民等の避難行動の考え方について説明できる

・ 避難準備情報や避難勧告等の判断に必要な考え方を説明できる。

・ 避難勧告等を住民に伝達し、周知するための伝達方法について説明できる。

・ 避難勧告等を住民に伝達し、行動を促す際の課題について説明できる。

・ 避難勧告等の判断のタイミング、ポイントについて説明できる。

・ 避難勧告等の情報伝達を適切に行うためのポイントを説明できる。

・ 避難勧告等の広報文作成のポイントを説明できる。

・ 避難所･避難場所の種類と内容について説明できる。

・ 避難所･避難場所の認定の方法について説明できる。

・ 避難所・避難場所の適否判断の基本的な考え方について説明できる。

・ 避難所・避難場所の適否判断を適切に行うためのポイントを説明できる。

・ 研修受講の目的を再認識する。

・ 研修を通じて、学び、得たものを整理する。

・ 研修を活かして次につなげることを認識する。

学　　習　　目　　標

1 警報避難対策の枠組 座
警報避難対策の基本的な考え方とタイムラインを通じて事前対策
を学ぶ。

2 警報等の種類と内容 座
気象庁、国交省・都道府県から発表される警報等にはどんなもの
があるかを学ぶ。

3
警報等の伝達上の
実務と課題

座 警報等の住民等への伝達の実務と課題についての事例を学ぶ。

4 警報等の伝達実習 演 警報の伝達の一連の流れをと具体的な業務について演習する。

5
避難勧告・指示等の

判断・伝達
座 住民等の避難行動にはどんなものがあるか学ぶ。

6
避難勧告・指示等の

実務と課題
座 住民等への避難勧告・指示の実務と課題についての事例を学ぶ。

7
避難勧告等の
判断・伝達訓練

演
避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインに準拠した
避難誘導活動の一連の行動を演習する。

10 全体討論 演
防災力アップのため、警報避難について学んだことを、受講者が
担当する業務にどのように反映させるのかを考える。

8 避難所・避難場所の認定 座
住民等の避難行動の目的となる避難所・避難場所にはどんなもの
があるか学ぶ。

9
避難所・避難場所の
適否判断の実務

演
災害ごとに避難所・避難場所の適否判断をするうえでの行動を演
習する。

新規

新規

一部新規

講　座 手法 講座の概要
・ 警報等の伝達及び避難誘導の目的、実施主体と役割について説明できる。

・ 警報等の伝達及び避難勧告等の判断・伝達の流れについて説明できる。

・ タイムラインによる災害の未然防止と拡大防止について説明できる。

・ 警報等の種類と内容について説明できる。

・ 警報等の入手・伝達の方法と手段について説明できる。

・

・ 警報等の災害情報を伝達する際の課題について、事例に沿って説明できる。

・ 火山情報を伝達する際の課題について、事例に沿って説明できる。

・ 警報等の情報の見方や、判断ポイントを説明できる。

・ 警報等の広報文の作成ポイントを説明できる。

・ 住民等の避難行動の考え方について説明できる

・ 避難準備情報や避難勧告等の判断に必要な考え方を説明できる。

・ 避難勧告等を住民に伝達し、周知するための伝達方法について説明できる。

・ 避難勧告等を住民に伝達し、行動を促す際の課題について説明できる。

・ 避難勧告等の判断のタイミング、ポイントについて説明できる。

・ 避難勧告等の情報伝達を適切に行うためのポイントを説明できる。

・ 避難勧告等の広報文作成のポイントを説明できる。

・ 避難所･避難場所の種類と内容について説明できる。

・ 避難所･避難場所の認定の方法について説明できる。

・ 避難所・避難場所の適否判断の基本的な考え方について説明できる。

・ 避難所・避難場所の適否判断を適切に行うためのポイントを説明できる。

・ 研修受講の目的を再認識する。

・ 研修を通じて、学び、得たものを整理する。

・ 研修を活かして次につなげることを認識する。

学　　習　　目　　標

1 警報避難対策の枠組 座
警報避難対策の基本的な考え方とタイムラインを通じて事前対策
を学ぶ。

2 警報等の種類と内容 座
気象庁、国交省・都道府県から発表される警報等にはどんなもの
があるかを学ぶ。

3
警報等の伝達上の
実務と課題

座 警報等の住民等への伝達の実務と課題についての事例を学ぶ。

4 警報等の伝達実習 演 警報の伝達の一連の流れをと具体的な業務について演習する。

5
避難勧告・指示等の

判断・伝達
座 住民等の避難行動にはどんなものがあるか学ぶ。

6
避難勧告・指示等の

実務と課題
座 住民等への避難勧告・指示の実務と課題についての事例を学ぶ。

7
避難勧告等の
判断・伝達訓練

演
避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインに準拠した
避難誘導活動の一連の行動を演習する。

10 全体討論 演
防災力アップのため、警報避難について学んだことを、受講者が
担当する業務にどのように反映させるのかを考える。

8 避難所・避難場所の認定 座
住民等の避難行動の目的となる避難所・避難場所にはどんなもの
があるか学ぶ。

9
避難所・避難場所の
適否判断の実務

演
災害ごとに避難所・避難場所の適否判断をするうえでの行動を演
習する。

新規

新規

一部新規

コマ割りの見直し
（10コースごと）

コマ割りの見直し
（10コースごと）

ｺｰｽ構成表の見直し
（研修内容整理表
第4階層、第5階層）

（10ｺｰｽごと）

※「防止基本計画」を基
に、防災スペシャリストが
実施する26の防災活動
を整理した上で、能力を
身につけるための学習
項目を整理

※コース別に、コースの
「単元構成」、「研修手法」、
「単元の概要」、単元ごと
の「学習目標」を計画 （カ
リキュラム） ※26の防災活動が適切に

実施できるようになるため
に、身につけるべき能力
の観点から研修コースを
設定

※受講者が理解しやすい
コースとなるように、コースご
とに学習項目を構造化して
整理したうえで、単元で学習
する内容の範囲を設定

※研修の体系とコースの見直しを踏
まえて、体系の１階層～３階層の各項
目について、標準テキストを作成

※標準的な研修のコースや
講座の設定を行うために、
研修内容の見直しの結果を
踏まえて、研修の体系を設
定し、コースの見直しを実施

※①～⑥、⑨のｺｰｽ
について、ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰを中心に、 左記の
研修内容整理表（第４
階層～第６階層）を踏
まえて作成

※平成26年度の研修を
踏まえて、コース別に講
座の内容を見直し

コーディネーターを委嘱
した４コース（左記の①、
②、④、⑥）については、
コーディネーターを中心
に見直し

※①～⑥、⑨のｺｰｽは、
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを中心に見
直しを実施

※研修内容の適正化を図るために、
コーディネーターの意見を踏まえて、
コース間の学習内容の見直しを実施

（コースのコマ割りの見直し）

コーディネーター委嘱 1コース（①）

※①～⑩の全ｺｰｽを、
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを中心に見
直しを実施

※コーディネーターを中心に、
構造化表とコース構成表（第
４階層、第５階層）を踏まえて、
研修内容を体系的に整理
（第６階層まで具体化）

※①～⑥、⑨のコースについ
て、コーディネーターを中心
に、テスト作成に向けて、第６
階層の内容をさらに具体化

※①～⑩の全ｺｰｽに
ついて、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
を中心に、 左記の研
修内容整理表（第４階
層～第６階層）を踏ま
えて作成、見直し

標準テキスト （第４階層、第５階層） の作成
①～⑩の全コース

コーディネーター委嘱 4コース（①②④⑥）

コーディネーター委嘱 全コース（①～⑩）

ｺｰｽ構成表の見直し
（研修内容整理表
第4階層、第5階層）

（10ｺｰｽごと）

Ｈ
28
年
度
有
明
（第
2
期
）予
定

※⑦、⑧、⑩のコースについ
ては、研修内容を体系的に
整理 （第６階層まで具体化）

資料２

知識体系の整理表へ

限目 単元 手法 単元の概要 学　　習　　目　　標 No 第４階層（単元） 第５階層　（単元の「章」のまとめ） 第６階層　（学習内容）

1
災害予防の防災の中の位置づけ及び主な
内容

・災害対応の流れの中の災害予防の位置づけ
・大震災後の災害対策基本法改正との関係
・大震災後の防災対策全体（再構築）
・災害対策基本法の基本理念との関係
・災害予防における留意事項（被害想定に存在する幅を理
解し住民啓発時に注意すべきことなど）

2
災害予防における自助、共助、公助の意味
と共助の重要性

・自助、共助、公助jの意味と、災害予防における意味
・今後の防災における共助の重要性と災害予防で必要な
対応

3 防災における民間主体との連携のあり方

・連携対象としての自主防災組織・地域の市民団体、民間
企業、災害ボランティア等の特徴
・連携での行政側の備えと心構え
・外部からの支援における地域の受援力の重要性

1 国土保全及び避難施設の災害予防対策
・治水、海岸堤防、防潮堤、避難路、津波避難タワー等、国
土保全及び避難施設の災害予防対策

2 公共・公益的施設の災害予防対策
・道路（緊急輸送路の確保を含む）、公園、教育施設、医療
施設等、公共・公益的施設の災害予防対策

3 住宅・建築物の災害予防対策
・建物の耐震化、家具の転倒防止、長周期地震動等の地
震対策
・出火防止等の火災対策

4 土地利用その他の計画面の災害予防対策
・土地利用計画、住居移転促進、津波防災まちづくり等、そ
の他の計画面の災害予防対策

5 大規模地震防災・減災対策 ・大規模地震防災・減災対策の全体像

1
災害ボランティア及びその活動の位置づけ・
種類・特長

・「ボランティア」に係る災害対策基本法の規定（東日本大
震災後の改正）
・災害ボランティアの種類と役割
・災害ボランティアの防災対応での意義、行政との役割分
担

2
阪神淡路大震災以降のボランティア活動の
変遷

・ボランティアの活躍がが注目された阪神淡路大震災以降
のボランティア活動の変遷

3
災害ボランティアの活動の受入れ・調整に関
する現地での仕組み

・災害ボランティア活動の基本的な動き
・災害ボランティアセンターの役割と機能、仕組み・役割、
担い手
・災害ボランティア団体の全国、地域内連携、各レベルの
行政との連携

4
災害ボランティアの災害現場での活動の実
際と課題

・災害ボランティアの災害現場での活動事例
・災害ボランティア活動の課題
・災害ボランティアの活動に係る政府・地方公共団体の対
策

5 災害ボランティア活動の展望と制度のあり方
・災害ボランティア活動の今後の展望
・災害ボランティアの制度のあり方

1
災害対策において企業が担える役割、果た
すべき役割（行政の公助との関係を中心に）

・「企業防災」に係る法律の規定
・企業に期待される防災の役割の概観

2
指定（地方）公共機関である企業の防災で
の役割と行政との連携のあり方

・指定（地方）公共機関である企業の防災での役割
・指定（地方）公共機関と行政との連携のあり方

3
企業（指定公共機関等以外）との災害協定
の重要性と協定締結状況

・企業（指定公共機関等以外）との災害協定の重要性
・国及び地方公共団体と企業等との協定締結の現状と拡
がり

4
企業の事業継続計画（BCP）の経済・社会
的な意義と企業BCPの特徴

・企業の事業継続計画（BCP）の経済・社会的な意義
・企業BCPの特徴と行政のBCPとの関係
・企業の社会的責任（ＣＳＲ）としての防災対応

5
企業も加わった災害時の地域活動の継続・
早期復旧の考え方や取組について

・災害時の地域活動の継続・早期復旧の考え方、
・各地域での先進的な取組事例

1 第1日の授業の振り返り、質疑応答

2
所属団体の減災対策（災害予防）における
自助、共助の促進策についての議論

「減災」と「防災」の用語について 地域の現

1

災害ボランティアとの連携について
説明できる。

第４階層～第６階層の項目

座学

1 災害への備え総論

災害ボランティア3

有明の丘研修　第２期

座学

2
施設・計画による災害予防対
策

2
国の各省庁が行う減災対策の概要
および最新の動向について説明でき
る。

国の各省庁が行う
様々な減災対策とそ
の最新の動向につい
て学ぶ。

企業防災

5

減災対策演習

（その日の講義の状況に応じ
て課題を設定）

4

演習
自助・共助・公助の実践的な推進の
しかたについて説明できる。

座学

各省庁の減災対策

5

災害時の企業の果たすべき役割に
ついて説明できる。

企業の防災活動の推進施策につい
て説明できる。

自助・共助・公助による減災対策の
概要を説明できる。

被害想定の方法、ハザードマップの
活用手法を説明できる。

減災対策総論

自助・共助・公助によ
る減災や被害予測な
ど゙減災対策の基本的
な考え方を学ぶ。

3

地方自治体の防災行
政における自助・共
助・公助の実践的な
推進の仕方について
ワークショップ形式で
学ぶ。

ボランティア・市民団
体

災害ボランティアや企
業や市民団体、個人
等の自発的な防災協
力について学ぶ。

企業が災害時に果た
すべき役割を認識し、
企業と行政が連携し
た防災活動について
学ぶ。

座学

減災対策ワークショッ
プ

企業防災4

○災害対策基本法（抜粋）

（基本理念）

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発

生を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を
図ること。

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保す

るとともに、これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保
協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体
が自発的に行う防災活動を促進すること。

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び
過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであつても、できる限り的確

に災害の状況を把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切に配分することに
より、人の生命及び身体を最も優先して保護すること。

五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障
害の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護すること。

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの復興を
図ること。

防災の基本理念

○我が国の防災の基本理念は、災害対策基本法において規定されている

(1)

防災マネジメント

○防災マネジメントとは、防災に関する「地域の災害リスク」、「法制度・計画」、「災害
対策・組織」運営のそれぞれについて、総合的に管理すること

○「リスク管理」とは、ハザードと地域の脆弱性を理解したうえで、地域のリスクを評価
し、事前・事後の災害対策を計画し、継続的に改善を図るプロセス

○「計画管理」とは、リスク管理を通じて得られるリスク評価の結果や、災害経験を通
じて得られる教訓等をもとに、災害に関する法律や計画等を策定・修正するなど、
継続的に改善を図るプロセス

○「実行管理・組織管理」とは、平常時および災害時において、組織が決定した災害
対策（災害予防対策、災害対応対策、災害対応業務）を、平常時の業務や訓練、
災害時での対応を通じて実行し、その進捗状況を評価し、継続的に改善を図るプ
ロセス

(2)

法制度・計画
（計画管理）

災害対策・組織運営
（実行管理・組織管理）

D

C

A 継続的
改善

実行

評価

改善

P 計画

• 災害対策基本
法

• 防災計画

• 災害への備え
• 警報避難
• 応急活動
• 被災者支援
• 復旧復興

• 指揮統制
• 情報企画
• 資源管理
• 人材育成

地域の災害リスク
（リスク管理）

• 災害発生のメカ
ニズムと実態

• 地域のリスク評
価

地域の災害リスク

○地域に影響を及ぼす恐れのあるハザードと地域の脆弱性を理解のうえ、地域に
おける災害を予測し、その結果を基に災害対策を計画し、適宜見直しを図ること
で、継続的に改善を図る

(3)

災害
予測

リスク 被害想定 発生確率＝ ×

被害想定 ハザード 地域の脆弱性＝ ，

等

（ハザードの理解）

ハザード

風水害津波災害 土砂災害火山災害 雪害地震災害

地 震 台風 ・ 豪雨火山噴火 豪 雪 等

ｆ （ )

（地域の脆弱性の理解）

脆弱性曝露
(量・パターン)

地域の
脆弱性

災害へ
の対策

災害予防対策 災害対応対策 災害対応業務

見
直
し



コースの変遷
研修体系の検証・見直し等

標準テキストの作成 研修指導要領の整備 eラーニングの設計 能力証明の仕組みの設定 人的ネットワークの活性化
コース構成表 研修体系

Ｈ
28
年
度

次
年
度
に
向
け
て

知識体系の整理表
第１階層 第２階層 第３階層 第４階層 第５階層 連番 第６階層 連番 第７階層

リスク リスクの概念 自然災害の発生要因とリスク評価の考
え方

ハザードの理
解 (4)

ハザード 地震
28

地震発生のメカニズム（海溝型地

震、内陸（直下）型地震）、被害の

概要

30
津波発生のメカニズム、被害の概

要

火山噴火 49 活火山と火山現象のメカニズム

台風・豪雨 35 大雨のメカニズム

36 高潮のメカニズム

37 竜巻のメカニズム

豪雪 53 雪害のメカニズム

災害 地震災害 29 地震災害の事例（被害、避難）

津波災害 31 津波災害の事例（被害、避難）

火山災害 50 火山噴火による被害の概要

土砂災害 40 土砂移動現象のメカニズム

41 土砂災害の被害の概要

風水害 34 風水害とは

38 浸水害（内水氾濫）の被害の概要

39 洪水害の被害の概要

42 暴風による災害の被害の概要

43 高潮による災害の被害の概要

44 高波による災害の被害の概要

45 竜巻による災害の被害の概要

46 風水害による人的被害の実態

雪害
暴露
脆弱性

災害予測 被害想定 地震災害 32

分割

地震災害の被害想定、ハザード

マップ

津波災害 32

分割

津波災害の被害想定、ハザード

マップ

火山災害 51
火山災害の被害想定、ハザード

マップ

土砂災害 土砂災害の被害想定、ハザード

マップ

風水害 風水害の被害想定、ハザードマッ

プ（洪水害、高潮災害）

雪害 雪害の被害想定、ハザードマップ

（洪水、高潮）

災害対策基本法 災害対策基本法の概要

災害救助法 災害救助法の概要 221 災害救助法の法的位置づけ 220 誕生のきっかけ

222 救助法における各制度

救助法における各制度の概要 223 各制度の対象となる災害

224
各制度の対象となる都道府県・市

町村

225 各制度の適用基準

226 各制度の法適用状況

227 各制度の法適用の判断

228 地震災害における適用事例

229 水害における適用事例

その他災害対策関係法律 231 生活再建支援法の法的位置づけ 230 誕生のきっかけ

生活再建支援法における各制度

の概要
232 各制度の対象となる災害

233
各制度の対象となる都道府県・市

町村

234 各制度の適用基準

235 各制度の法適用状況

236 各制度の法適用の判断

237 生活再建支援金の手続きの流れ

238
被災から支援措置の活用までの

手続きの流れ

大規模災害復興法の概要 350 大規模災害復興法の概要

激特法の概要 351
激甚災害再生特別措置法（激特

法）と激甚災害制度の概要

南海トラフ地震対策特措法の概要
24

最近の国の取組み（南海トラフ、

首都直下地震の特別措置法）

首都直下地震対策特措法の概要

防災の基本理
念/防災マネジ
メント (1)(2)

地域の災害リ
スク (3)

地域の脆弱性
の理解 (5)

法制度・計画
(6)

災害関連法
(7)

被災者生活再建支援法の概要

※「研修内容整理表」と「標準テキスト」を参考に、防災ス
ペシャリストが身につけるべき知識を体系的に整理（第1
階層から第７階層まで具体化）

限目 単元 手法 単元の概要 学　　習　　目　　標 No 第４階層（単元） 第５階層　（単元の「章」のまとめ） 第６階層　（学習内容）

1
災害予防の防災の中の位置づけ及び主な
内容

・災害対応の流れの中の災害予防の位置づけ
・大震災後の災害対策基本法改正との関係
・大震災後の防災対策全体（再構築）
・災害対策基本法の基本理念との関係
・災害予防における留意事項（被害想定に存在する幅を理
解し住民啓発時に注意すべきことなど）

2
災害予防における自助、共助、公助の意味
と共助の重要性

・自助、共助、公助jの意味と、災害予防における意味
・今後の防災における共助の重要性と災害予防で必要な
対応

3 防災における民間主体との連携のあり方

・連携対象としての自主防災組織・地域の市民団体、民間
企業、災害ボランティア等の特徴
・連携での行政側の備えと心構え
・外部からの支援における地域の受援力の重要性

1 国土保全及び避難施設の災害予防対策
・治水、海岸堤防、防潮堤、避難路、津波避難タワー等、国
土保全及び避難施設の災害予防対策

2 公共・公益的施設の災害予防対策
・道路（緊急輸送路の確保を含む）、公園、教育施設、医療
施設等、公共・公益的施設の災害予防対策

3 住宅・建築物の災害予防対策
・建物の耐震化、家具の転倒防止、長周期地震動等の地
震対策
・出火防止等の火災対策

4 土地利用その他の計画面の災害予防対策
・土地利用計画、住居移転促進、津波防災まちづくり等、そ
の他の計画面の災害予防対策

5 大規模地震防災・減災対策 ・大規模地震防災・減災対策の全体像

1
災害ボランティア及びその活動の位置づけ・
種類・特長

・「ボランティア」に係る災害対策基本法の規定（東日本大
震災後の改正）
・災害ボランティアの種類と役割
・災害ボランティアの防災対応での意義、行政との役割分
担

2
阪神淡路大震災以降のボランティア活動の
変遷

・ボランティアの活躍がが注目された阪神淡路大震災以降
のボランティア活動の変遷

3
災害ボランティアの活動の受入れ・調整に関
する現地での仕組み

・災害ボランティア活動の基本的な動き
・災害ボランティアセンターの役割と機能、仕組み・役割、
担い手
・災害ボランティア団体の全国、地域内連携、各レベルの
行政との連携

4
災害ボランティアの災害現場での活動の実
際と課題

・災害ボランティアの災害現場での活動事例
・災害ボランティア活動の課題
・災害ボランティアの活動に係る政府・地方公共団体の対
策

5 災害ボランティア活動の展望と制度のあり方
・災害ボランティア活動の今後の展望
・災害ボランティアの制度のあり方

1
災害対策において企業が担える役割、果た
すべき役割（行政の公助との関係を中心に）

・「企業防災」に係る法律の規定
・企業に期待される防災の役割の概観

2
指定（地方）公共機関である企業の防災で
の役割と行政との連携のあり方

・指定（地方）公共機関である企業の防災での役割
・指定（地方）公共機関と行政との連携のあり方

3
企業（指定公共機関等以外）との災害協定
の重要性と協定締結状況

・企業（指定公共機関等以外）との災害協定の重要性
・国及び地方公共団体と企業等との協定締結の現状と拡
がり

4
企業の事業継続計画（BCP）の経済・社会
的な意義と企業BCPの特徴

・企業の事業継続計画（BCP）の経済・社会的な意義
・企業BCPの特徴と行政のBCPとの関係
・企業の社会的責任（ＣＳＲ）としての防災対応

5
企業も加わった災害時の地域活動の継続・
早期復旧の考え方や取組について

・災害時の地域活動の継続・早期復旧の考え方、
・各地域での先進的な取組事例

1 第1日の授業の振り返り、質疑応答

2
所属団体の減災対策（災害予防）における
自助、共助の促進策についての議論

「減災」と「防災」の用語について 地域の現

1

災害ボランティアとの連携について
説明できる。

第４階層～第６階層の項目

座学

1 災害への備え総論

災害ボランティア3
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座学

2
施設・計画による災害予防対
策

2
国の各省庁が行う減災対策の概要
および最新の動向について説明でき
る。

国の各省庁が行う
様々な減災対策とそ
の最新の動向につい
て学ぶ。

企業防災

5

減災対策演習

（その日の講義の状況に応じ
て課題を設定）

4

演習
自助・共助・公助の実践的な推進の
しかたについて説明できる。

座学

各省庁の減災対策

5

災害時の企業の果たすべき役割に
ついて説明できる。

企業の防災活動の推進施策につい
て説明できる。

自助・共助・公助による減災対策の
概要を説明できる。

被害想定の方法、ハザードマップの
活用手法を説明できる。

減災対策総論

自助・共助・公助によ
る減災や被害予測な
ど゙減災対策の基本的
な考え方を学ぶ。

3

地方自治体の防災行
政における自助・共
助・公助の実践的な
推進の仕方について
ワークショップ形式で
学ぶ。

ボランティア・市民団
体

災害ボランティアや企
業や市民団体、個人
等の自発的な防災協
力について学ぶ。

企業が災害時に果た
すべき役割を認識し、
企業と行政が連携し
た防災活動について
学ぶ。

座学

減災対策ワークショッ
プ

企業防災4

○災害対策基本法（抜粋）

（基本理念）

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発

生を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を
図ること。

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保す

るとともに、これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保
協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体
が自発的に行う防災活動を促進すること。

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び
過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであつても、できる限り的確

に災害の状況を把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切に配分することに
より、人の生命及び身体を最も優先して保護すること。

五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障
害の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護すること。

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの復興を
図ること。

防災の基本理念

○我が国の防災の基本理念は、災害対策基本法において規定されている

(1)

防災マネジメント

○防災マネジメントとは、防災に関する「地域の災害リスク」、「法制度・計画」、「災害
対策・組織」運営のそれぞれについて、総合的に管理すること

○「リスク管理」とは、ハザードと地域の脆弱性を理解したうえで、地域のリスクを評価
し、事前・事後の災害対策を計画し、継続的に改善を図るプロセス

○「計画管理」とは、リスク管理を通じて得られるリスク評価の結果や、災害経験を通
じて得られる教訓等をもとに、災害に関する法律や計画等を策定・修正するなど、
継続的に改善を図るプロセス

○「実行管理・組織管理」とは、平常時および災害時において、組織が決定した災害
対策（災害予防対策、災害対応対策、災害対応業務）を、平常時の業務や訓練、
災害時での対応を通じて実行し、その進捗状況を評価し、継続的に改善を図るプ
ロセス

(2)

法制度・計画
（計画管理）

災害対策・組織運営
（実行管理・組織管理）

D

C

A 継続的
改善

実行

評価

改善

P 計画

• 災害対策基本
法

• 防災計画

• 災害への備え
• 警報避難
• 応急活動
• 被災者支援
• 復旧復興

• 指揮統制
• 情報企画
• 資源管理
• 人材育成

地域の災害リスク
（リスク管理）

• 災害発生のメカ
ニズムと実態

• 地域のリスク評
価

地域の災害リスク

○地域に影響を及ぼす恐れのあるハザードと地域の脆弱性を理解のうえ、地域に
おける災害を予測し、その結果を基に災害対策を計画し、適宜見直しを図ること
で、継続的に改善を図る

(3)

災害
予測

リスク 被害想定 発生確率＝ ×

被害想定 ハザード 地域の脆弱性＝ ，

等

（ハザードの理解）

ハザード

風水害津波災害 土砂災害火山災害 雪害地震災害

地 震 台風 ・ 豪雨火山噴火 豪 雪 等

ｆ （ )

（地域の脆弱性の理解）

脆弱性曝露
(量・パターン)

地域の
脆弱性

災害へ
の対策

災害予防対策 災害対応対策 災害対応業務

見
直
し

研修内容整理表
（第１階層～第6階層）

標準テキスト
（第1階層～第４階層）
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